


































































































































































































県北 142 13,038 29,969 
県中 140 11,566 29,919 
県南 67 4,484 28,476 
会津 56 4,240 20,335 
相馬 42 2,138 13,939 






県北 138 12,095 21,751 
県中 129 9,461 20,880 
県南 67 4,076 22,230 
会津 59 3,536 18,068 
相馬 34 1,360 9,162 
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場合８：25 ～ 17：25で，準社員は８：25 ～ 16：
55となっている。
　主要生産品目はスマホ等の測定器，光通信用の
測定器である。製品特長として，アナログ高周波
技術やデジタル信号処理技術といったコアテクノ
ロジーを駆使した高性能かつ高品質な製品が特長
として挙げられる。海外との競争について，海外
企業との価格・性能面での競争が激しいためいか
に差別化していくかが大事になっている。
　部品の納入先と所在地について，2011年，2015
年で変化はなく，部品は半導体，購入先はＬ社，
倉庫所在地は日立市となっている。また，主要生
産品目の納入先企業も変化はない。また，納入先
に韓国サムスンもあった。
　研究機関・他企業との協働について，大学・公
設研究所・企業との研究・開発等に関する交流は，
本社で開発・研究，工場で製造を行っているため，
交流はないということだった。福島県の産業政策
の実現可能性ついて，薬品・医療機器への計測器
の導入をＤ社では考えている。課題について，資
金や設備は整っているが，エンジニア系の人材が
不足していることが課題だと考えている。
　（５）Ｅ社
　Ｅ社は福島県郡山市桑野に立地している。ソフ
ト・ハードウェアとメカニズム設計・開発を主力
事業とする企業である。1985年に福島県石川郡で
創業したが，東京からの顧客の増加に伴い，交通
アクセスの利便性を考慮して郡山駅に近い現在の
場所へ移転した。2014年度販売実績は１億2000万
～２億円である。2015年時点で，従業員数は男性
14名，女性２名であり，平均年齢は男性41.2歳，
女性32.0歳となっている。平均賃金は男性38.1万
円，女性19.8万円である（2011年無回答）。居住
地は男性が郡山市９名，福島市，白河市，いわき市，
須賀川市，横浜市が各１名，女性は郡山市２名と
なっている。就業時間は８：50 ～ 18：00である。
　主要生産品目の売上構成比は，2011年は１位：
製造70％，２位：受託設計30％に対し，2015年は
１位：受託設計70％，２位：製造30％となってい
る。これは，東日本大震災後に着手した放射線検
出器の影響により，順位が逆転した為である。ま
たリーマンショック前は車のオーディオを中心に
生産していたが，世間でスマートフォンなどの総
合的な機器が普及し，2012年を境にほぼ総変更し
た。
　電子機器・医療機器の機構・電気ソフト設計を
特徴とした製品を生産しており，回路設計技術・
精密機構設計技術・組み込みソフト技術（ソフ
トウェア）を得意としている。１社でこれら３つ
の技術が揃う企業は少なく，優秀なエンジニアが
揃っているため，効率よく生産することが可能だ。
創業時から同業他社との技術・価格競争はあった。
国内は技術力の差別化が難しいが，中国・韓国に
おいて希少な価値があり，現在も技術を提供して
いる。
　東日本大震災・原発事故の前後の変化は少なく，
むしろ2008年のリーマンショックによる影響が大
きかった。実際，リーマンショック時に販売額が
最低を記録している。東日本大震災・原発事故の
風評被害があったのは直後に限られている。具体
的には福島で予定されていた会議・打ち合わせの
会場が東京またはテレビ会議に変更や，海外から
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の問い合わせ等である。
　福島県の産業施策の実現可能性や課題について
の質問では，医薬品・同機械やロボットについて
は実現可能だが，県内の既存企業が新規に取り組
むというより，県外からすでに技術のある企業を
誘致するにとどまるのではないかとの回答が得ら
れた。
　（６）Ｆ社
　創業1981年で元々農機具店を営んでいた。しか
し大手が地域に出店してきたことで経営が厳しく
なり，金属プレスの会社を経営していた東京の親
戚の紹介で自宅にて創業し現在に至る（二代目で
ある）。従業員数２名（全て男性），パート２名（全
て女性）の４名で操業している。震災前後の変化
はない。平均年齢は男性45歳，女性は不明，従業
員・パート共に就業時間は８：10 ～ 17：00である。
平均賃金は男性25万円，女性12万円と女性の賃金
は低く抑えられている。
　震災当時，電気や水道が止まり１週間程の業務
停止を余儀なくされた。検査器等の故障はあった
ものの，ほとんどの生産設備が破損することなく，
使用することが出来ている。従業員の退職はなく
現在に至っている。
　主な取引先は福島県白河市，天栄村，千葉県，
東京都である。福島県を中心に，親戚との繋がり
から関東との取引も行われている。取引先に関し
て震災前後での変化はない。Ｆ社では金属プレス
部品のみ生産を行っている。製品は取引先からの
受注を受け，薄さ0.5mm以下に金属をプレスし生
産する。基本的に取引先から部品を受注され生産
するが，取引先の製品のどの部分に使用されてい
るかは把握できないという。近年，製品の単価が
落ち価格競争が激化している。2011年の震災前後
からカーナビの部品が中国へと移ってしまってい
る。
　大学・公設研究所・企業などとの研究・開発に
関する交流はなく，組合にも加盟していない。今
後の福島県の産業施策（医薬品・同機械・再生可
能エネルギ ・ーロボット）の実現可能性について，
実現すれば良いがリーダーシップを取る人がいな
いのが現状である。大手企業が田村に来た際，取
引を期待したが駄目だった。
　（７）Ｇ社
　Ｇ社は郡山市で1987年に創業した。立地を決め
た理由は大手メーカー郡山工場の請負として，業
務請負事業（製造），不動産業，ネットアパレル
販売業を行うためである。2014年度の年間販売額
は２億4000万円である。2015年現在の男性従業員
は50人で平均年齢が39歳，女性従業員は17人で平
均年齢が36歳である。賃金は男性が28.7万円，女
性が24万円である（2015年実績）。男性従業員の
居住地で一番多いのが郡山市の48人で，本宮市，
須賀川市でそれぞれ１人となっている。また女性
従業員は郡山市16人，次に多いのが三春市１人で
ある。パート従業員は女性を１人雇っている。就
業時間は９：00 ～ 18：00である。
　製品は金属材が70％，電気材が30％を扱ってい
る。製品の特徴として，高品質かつ確実に納期に
対応できることをあげている。海外との競争に関
しては，電気材の海外流出は止まった様子である。
震災が起こった2011年は電気基盤を全国各地から
購入し，郡山の中央にある倉庫に収めていた。し
かし震災後の2015年では部品が変わり，金属加工
材を全国から購入し郡山西部の倉庫に収めてい
る。2011年は出来上がった製品はパナソニック郡
山に納入し，郡山中央の倉庫に収めていた。しか
し震災後の2015年は製品を白銅福島工場に納入
し，郡山西部の倉庫に収めている。福島県の産業
政策に関して，「穏やかだが実施されていると思
う，今は出方を眺める時だ」と社長は語った。
　（８）Ｈ社
　Ｈ社は福島県岩瀬郡天栄村にあり，こちらは天
栄村の誘致事業により立地したものである。創業
は1969年で，2014年度の年間販売額は50877万円
であった。従業員の構成について見ていく。2015
年の総従業員数は130名（内訳は男性60名，女性
70名）となっている。年齢については，男性平均
40.26歳，女性平均39.08歳である。賃金は男性23.1
万円，女性14.6万円となっており他社に比べ若干
少ない。
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　主要生産品目は電子部品（42％），電池（25％），
医療機器（10％）となっている。製品の特徴とし
ては基板実装技術や医療機器製造に長けている点
が挙げられる。また，海外との競合については減っ
てきており，現在は国内での生産が進んでいると
いう回答が得られた。
　コネクタは2011年，2015年とも変わらず郡山市
の企業から購入している。購入先の倉庫所在地も
郡山市である。また，電子部品の納入先も同じく
郡山市の企業であり，こちらの倉庫所在地も郡山
市である。
　研究機関や他機関との協働については，大学・
研究所との研究開発に関する交流はある。県の施
策については研究開発に重きをおいた取り組みが
なされているが，売れる製品の市場調査は不足し
ているのではないかと指摘していた。
　（９）Ｉ社
　Ｉ社は福島県郡山市田村町に立地し，1936年に
創業した。年間販売額は2008年度１億8412万円，
2011年度２億327万円，2014年度２億1647万円で，
2015年度の見込みは２億739万円となっている。
工場建物の延べ床面積は216.1㎡である。
　2011年の従業員数は男性が31人，平均年齢37歳，
平均賃金19.9万円であり，同年の女性は従業員数
10人，平均年齢33歳，平均賃金19.9万円となって
いる。居住地は男女とも主に郡山市，須賀川市，
田村郡となっている。2015年の男性は従業員48人，
平均年齢35歳，平均賃金20.8万円であり，2015年
の女性は従業員数32人，平均年齢28歳，平均賃金
は20.8万円で，居住地は2011年と変わらない。就
業時間は８：30 ～ 17：30である。
　生産概要について2011年は，調剤機器（売上構
成比89％），マリンレーダー（売上構成比３％），
電話機（売上構成比３％）で，2015年は調剤機器
（売上構成比93％），電話機（売上構成比３％），
マリンレーダ （ー売上構成比２％）となっている。
生産されている製品の特徴は調剤機器の板金製造
から組立検査の一貫生産ができることである。ま
た設計部門サービス部門もあることから，顧客の
要求に応えられる態勢となっていることである。
発災前後も含めて同業者や海外との競争について
は，販社の競合あり，弊社受注量の増減変化はな
かった。2011年の電気部品の購入先企業名は東京
都，納入先企業名は東京都である。2015年の主要
生産品目は2011年と同様電気部品で，購入先企業
名は東京都，納入先企業名は東京都となっている。
　研究機関・他企業との協働については，大学・
公設研究所・企業などとの研究・開発等に関する
交流は現在ないが，地域で共働して新製品（家電
等）を作ることは可能であるとしている。その理
由としては郡山市に設計部門もあり，試作から量
産までの対応は可能であるからとしている。
５．おわりに
　国内有数の電機産業産地である福島県のコア地
域に位置する郡山地域における電機産業の分析結
果を総括すれば，以下のようになる。
　今回は，調査対象の企業が上場しているA社，
C社，D社を第１グループ，それ以外の非上場企
業を第２グループに分けて考える。まず，延べ床
面積について第１グループは１万㎡以上である
が，第２グループは家族経営で行われているため
100㎡～ 3000㎡となっている。賃金は男女格差が
第２グループで開く傾向にある。居住地は男女と
もに郡山市在住が多い。大学などとの交流と地域
共同製品についてだが，どちらの項目においても
第１グループはあまり積極的ではないことに対し
て，第２グループはＥ社とＧ社は積極的に地域と
共に事業を行っている。第１グループに関しては
開発研究機能が郡山地域に無いため，窓口として
の役割をあまり果たせていない。2011年の震災の
影響によりどの企業も１週間から２週間の待機期
間があったが，Ｅ社を除いて得意先が大きく変更
になったことはない。どちらかというと震災の影
響よりもリーマンショックの影響のほうが大き
かったという意見が目立った。
　各グループの特徴を整理する。第１グループは
原材料の手当て得意先の変化においては，企業の
規模からもわかるように全国を相手にしているた
め震災による変化はみられない。従業員数で見る
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と，Ｃ社は微増であるが，Ｄ社は100人以上も増
加している。海外との競争においてはＡ社，Ｃ社
は価格競争だけでなく，それぞれに自社にしかな
い強みというものに自信を持っており，そこで十
分通用すると考えている。納入先は海外や官公庁
そして病院など幅広く，比較的安定しているよう
に見える。興味深いことは，Ａ社とＣ社は納入先
が国内であるのに対して，Ｄ社は震災前から現在
も海外メーカーに納入をしている。大学などとの
交流についてだが，本社機能は郡山地域にはない
ため行っていないというのが現状である。
　第２グループは，従業員数においては減少した
ところはないが，すべて微増であり急激に増加し
たところはみられない。また賃金に関しては20万
円から38万円と幅広くこれは企業規模に比例して
いると思われる。大学などとの交流については，
Ｅ社は県内のみならず幅広い大学と連携して開発
を行っているようだ。またＨ社においても，県内
の大学と連携を行っており，テクノポリス推進の
成果が少しずつ表れているように感じられる。
　以上，全体として当該地域の電機産業は，東日
本大震災の影響は施設としてのダメージはあった
ものの，生産や雇用にはあまり影響が無かったと
いえる。個別企業の意見として，震災後に国の援
助金で新たに工場を設立したという事例もあり，
震災を機に規模を拡大することもできた。また，
グループを問わず地域や大学等の研究支援機関と
の交流は可能であるとの姿勢を示す企業もあっ
た。
　郡山市の実態は東日本大震災よりむしろリーマ
ンショックの影響のほうが大きかったという指摘
があったが，依然として，地方における電機産業
の事業環境は厳しいことには変わりがない。また。
今回は調査を行わなかったが福島原発被災地で事
業継続は，依然として困難な状況に置かれている
ことも事実である。この点の調査と研究は今後の
課題としたい。
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